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小麦の国際需給と日本の自給

〔要　　　旨〕

１　国際的な小麦需給は，地域別ではアフリカ，中東の輸入が多く，国別に見るとEU，日
本，韓国を除けば，米州等先進国から発展途上国への輸出という一方的なベクトル構造を
もっている。WTOの前身であるGATT自体が，国際小麦協定や国際穀物協定との関係が
深い。

２　小麦，小麦粉，フスマを加えた小麦製品全体で見ると，主要５か国で世界輸入量の約
25％を占めており，大規模生産による低価格性や，小麦が湿潤・乾燥をともに嫌うこと等
から一定の国産分業が成立している。日本と農業の類似性が高い韓国でも，内需のほとん
どを輸入に依存している。

３　日本の輸入量は578万トンで世界輸入量の５％弱を占め，小麦粉を含む小麦換算輸入量
は620万トン強で世界輸入量の５％弱を占める。小麦，小麦粉とも，国家貿易と高率２次
関税制度によって，国内農業と製粉産業を保護している。輸入量の増大に対応して小麦自
給率は順次低下していき，現在では14％と極めて低い水準にまでに至った。

４　作付面積は，米政策改革（2004年度から）において適地適作化を促進する産地作り交付
金制度を受けた転作が定着したこともあり，近年では堅調に推移している（09年では9.2万
ha）。生産量は北海道，北九州，北関東，東海で多く，品質では北海道，北九州で高いの
が特徴的である。

５　小麦の価格は，99年まではほぼ全量政府買入であったこともあって漸減傾向ながら一定
水準を維持しており，転作による収穫量の増加がありながら，10ａ当たり粗収益も一定水
準で推移している。これは，早期に輸入自由化，関税無税化した大豆と好対照をなしてお
り，国境措置が国内生産基盤の維持・確保に重要であることが分かる。

６　パン用小麦等生産の国際分業は一定の前提であり，輸入先の分散と海外投資による調達
先の安定化が必要である。国内生産に関しては，①一定の自給率の維持・拡大，②構築済
みの各地域の生産体制の維持のため，引き続き政策的な補助のもとにその生産量を維持・
拡大していく必要がある。構築された各地域の生産体制は，水田を中心とする集落を基盤
とした地域農業という，日本農業の存続にかかっている。また，国内の製粉産業が国家貿
易と小麦粉関税で保護され，小麦粉，フスマの自給に貢献している体制を維持することが
重要である。

主席研究員　藤野信之

34 - 458



ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

農林金融2010・8

2007年からエネルギーと穀物・油糧種子

の価格が高騰して世界を揺るがしたが，米

国発のサブプライム問題による金融危機に

よって08年秋から低下に向かった。09年春

からは主に南米の有力産地であるアルゼン

チンの干ばつ予想で大豆が反転し，米国産

トウモロコシも降雨による作付け遅延を材

料に上昇基調となった後，夏を境に，米国

農務省による09／10年度の豊作予想等によ

って調整局面入りした。その後，現在では

10／11年度の減産予想のもとに強含みで推

移している。

いずれにしろ，穀物価格は，過去数十年

に及ぶ低位安定から一段高いところへシフ

トアップしたと言える。

日本は国内小麦需要の86％を輸入に頼っ

ているが，一次加工品である小麦粉も，二

次加工品であるパン，めん等も，配合飼料

原料の一部となるフスマ（小麦の糠
ヌカ

）も，

輸入（原料）価格の上昇を受けて07年以降

値上げが行われ，07～09年と国内企業物価

も上昇した。

当然のことながら，日本の小麦需給は大

きく世界とつながっており，その構造や動

向を踏まえた上で国内対策を検討する必要

がある。

本稿では，国際小麦需給を概観した上で，

国内における小麦の需給・生産動向を整理

し，小麦の安定的な調達に必要となる課題

について検討することとしたい。

（１） 生産・輸出入の概要

国際的な小麦需給を見ると，生産量では

EU（１億5,034万トン），中国（１億1,246万

トン），旧ソビエト連邦（１億1,546万トン），
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世界生産量６億９千万トンの19％が輸出

され，一次加工品の小麦粉，フスマでの輸

出は各々２％と少ない。

大規模生産による低価格性や，小麦生産

が適切な水管理を必要とすることから（湿

潤を嫌い，乾燥も嫌う），一定の国際分業が

成立していると言える。日本との農業の類

似性が高い韓国においても，内需のほとん

どすべてを輸入に依存している。

もともと現在のWTOの前身である

GATT自体，国際小麦協定や国際穀物協定

と関係が深いものだが，国際的な小麦の輸

出入は，EU，日本，韓国とブラジル（大

インド（7,857万トン），米国（6,802万トン），

カナダ（2,861万トン），オーストラリア

（2,094万トン）が多く，生産量が内需を上

回る米国（輸出量，2 , 7 6 4万トン），EU

（2,532万トン），カナダ（1,881万トン），オー

ストラリア（1,472万トン）が大きな輸出国

となっている。輸入は，地域別ではアフリ

カ（3,683万トン），中東（2,835万トン）（08

年，USDA FAS），国別ではエジプト（591

万トン），ブラジル（603万トン），アルジェ

リア（649万トン），EU（685万トン），日本

（578万トン）が多いが，輸出に比べると分

散化している（第１表）。
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第1表　小麦の主要国輸入状況（２００８年） 
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宗をアルゼンチンから輸入）を除けば先進国

から発展途上国への一方的なベクトル構造

を持っている。

（２） 小麦の主要国別輸入状況

前記の主要輸入国（地域）の輸入状況を

見てみると，小麦の輸入関税は，エジプト

で無税のほかは，皆そろって輸入障壁を設

けている。しかし，アルジェリアは５％と

相対的に低く，ブラジルも10％だが，大宗

を輸入するアルゼンチンに対しては関税同

盟であるメルコスールの無税枠が適用され

る。もっとも，近年ではアルゼンチンによ

る内需確保のための輸出規制によって，メ

ルコスール外からの輸入関税も上限200万

トンについて無税化して対抗した。ちなみ

に韓国も1.8％と低い。日本も関税割当枠

内（食糧法に基づいて政府が輸入するもの等）

は無税（ただし，国内の需要家が買い受ける

時には上限45.2円／kg，実勢20円／kg＜≒従

価率換算34％＞のマークアップ（売買差益）

の上乗せが必要）だが，枠外関税は55円／

kg（従価税換算93.8％）と高く，枠外関税

を払っての輸入はほとんど無い。EUは普

通（中低質）小麦には95ユーロ／トン（従

価税換算24.7％）の関税で域内生産を保護

しているが，高品質小麦は無税としてい

る。

小麦の一次加工品である小麦粉の輸入関

税は，５か国および韓国でも設定されてお

り，エジプト（２％）と韓国（4.2％）で相

対的に低い以外は，アルジェリア30％，

EU（172ユーロ／トン，従価税換算19.2％），

農林金融2010・8
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ブラジル12％，日本も関税割当枠内25％

（さらに上限62.6円／kgのマークアップ要），

枠外関税90円／kg（従価税換算69.7％）の

輸入関税と国家貿易制度で国内の製粉産業

を保護している。各国とも小麦粉の輸入は

ほとんど無い。もっとも，我が国において

は近年，小麦粉に砂糖や粉乳を加えた，よ

り低関税率（16～24％）の小麦粉調製品の

輸入が増加し（10万トン，08年，農林水産省

（2010））製粉業者を脅かしている。

日本の小麦輸入量は578万トンで世界輸

入量の５％弱を占め，小麦粉，フスマを含

む小麦換算総輸入量は620万トン強で世界

輸入量の５％弱を占める。フスマの輸入関

税は無税で，飼料の大宗を国外依存する国

内飼料需要に対応している。日本の小麦輸

入が，国家貿易制度を残しつつ枠外部分を

関税化したのはウルグアイ・ラウンド合意

を受けた95年だが，前記の国境措置もあっ

て輸入量は500万トン強で推移している

（第１図）。

37 - 461

資料　農林水産省『食料需給表』 
（注）　８２年まであった輸入は僅少のため省略。 
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第1図　小麦の生産量・輸出入量・自給率の推移 
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わが国の小麦の１人当たり年間国内消費

量は，戦後における学校給食のパン食化や

食生活の洋風化によるパン食の増加に伴

い，60年代に急増して67年に31.6kgとなっ

た後，その後はほぼ同水準で推移している

（農林水産省，食料需給表）。小麦粉の生産

量も，過去10年，460万トン前後で安定的

に推移している（農林水産省（2010））。

品目別自給率は61年の41％をピークに60

年代に急減し，70年代中盤に４％の底をつ

けた後，水田転作の拡大と単収の増加によ

って近年では14％程度で推移している。加

工品目別に見ると，自給率が高いのはうど

ん用（64％）だけで，２位の菓子用（23％）

以外では８％未満であり，主力のパン用で

は0.6％となっている（第２表）。国産小麦

は，色や粘弾性などの品質面で劣り，かつ

品質のばらつきが大きく，また，製粉効率

が悪い等の指摘がある。
（注１）

小麦二次加工品生

産量の長期推移を見ると，食生活の多様化，

高度化が一巡していることもあって，めん

類，パン類ともに減少傾向にあり，ビスケ

ットだけが微増している（農林水産省

（2010））。なお，１世帯当たりの品目別消

費支出金額（全世帯）の近年の推移を見る

と，めん類は食料支出全体の傾向と同様に

微減傾向の後，穀物価格高騰を受けた消費

者物価の上昇によって08年に増加し，09年

には再び減少した。パンは横ばい傾向の後，

同様に08年に増加し，09年にも増加した

（総務省『家計調査年報』）。

小麦の主要輸入先国は米国であり，08年

で292万トン（構成比61％）とその大宗を占

め，次いでカナダ112万トン（23％），オー

ストラリア80万トン（16％）と続く（第２

図）。

（注１）農林水産省｢麦をめぐる事情｣（01年10月），
08年１月18日付全国農業新聞web版，ほか。

（１） 作付面積･収穫量

小麦の作付面積の長期推移を見ると，戦

後の食糧増産等で61年に64.9万haとなった

農林金融2010・8
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米国 

資料　農林水産省『麦の需給に関する見通し』（０９年３月） 
（注）　０８年は見込み値。 
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第2図　食糧用小麦の輸入先国別輸入量推移 
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うどん用 
菓子用 
その他小麦粉 
味噌醤油用 

　　合計 

資料　農林水産省『食料･農業･農村の動向』（０８年度） 

第2表　食料用小麦の用途別使用料 
（２００６年度, 推計） 

１５５ 
１２２ 
６１ 
７５ 
１０８ 
１６ 

５３７ 

小麦使用量 

１ 
４ 
３９ 
１７ 
８ 
１ 

７０ 

国産使用量 

０．６ 
３．３ 
６３．９ 
２２．７ 
７．４ 
６．３ 

１３．０ 

国産割合 

２　小麦の国内需給動向

３　国産小麦の生産動向



あと70年の7.5万haに向けて減少している

が，これはもっぱら都府県の減少によるも

のとなっている（第３図）。これは，もと

もと北海道では麦作が普及していなかった

なかで，高度経済成長の過程で都府県にお

いて兼業化が進み，農業経営上副次的な地

位にあった麦作を放棄する傾向が強まった

ことによるものと考えられる。
（注２）

71年からはコメの生産調整（転作）が本

格的に開始され，都府県の小麦作付面積は

いったん77年の5.8万haまで回復し，その

後再び低下したあと，95年から生産調整面

積が拡大したことから再度拡大し，｢水田

を中心とした土地利用型農業活性化対策｣

（99年）をはじめとする，ほぼ１年おきに

策定された諸対策や，「米政策改革」（04年

度から）において適地適作化を促進する産

地作り交付金制度を受けた転作が定着し

て，近年では堅調に推移している（09年で

は9.2万ha）。

北海道では，72年の８千haをボトムにし

て，74年産からの麦生産振興対策（麦生産
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振興補助金）の強化を受けて81年の10.6万

haにむけて急増し，都府県と同様の増減を

経て，09年では11.6万haと，95年以降微増

傾向にある。小麦は単収のぶれ（作況変動）

が大きいが，変動幅は北海道の方が大きく

なっており，北海道，都府県ともに単収は

緩やかな増加傾向にある。

作付面積推移を，資料のある４麦（小

麦・二条大麦・六条大麦・はだか麦，小麦の

作付面積割合は78％）について北海道・都

府県・田畑別に見ると，都府県の裏作等が

減少する一方，転作小麦増によって田での

増加が大きくなっている（第４図）。都府

県の裏作減少は，水稲栽培の早期化，高齢

化の進行等によるものと考えられる。
（注３）

小麦収穫量は作付面積の増加と単収の増

加傾向を受けて増加基調にあり，旧食料･

農業･農村基本計画（05年）で現状維持と

された生産努力目標の2015年86万トンは，

07，08年（88万トン）に超過達成された。

しかしながら，09年産は不作で収穫量は67

万トンとなった。なお，民主党政権下で策
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北海道作付面積 

都府県作付面積 北海道単収 

都府県単収 

資料　農林水産省『作物統計』 

６００ 
（kg/１０a） 

７０ 
（万ha） 

５００ 

４００ 

３００ 

２００ 

１００ 

０ 

６０ 

５０ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０ 

０ 
５８ 
年 

６３ ６８ ７３ ７８ ８３ ８８ ９３ ９８ ０３ ０８ 

第3図　北海道・都府県別の小麦作付面積・単収推移 

資料　（社）全国米麦改良協会HP「麦関係情報」 

（万ha） 

３５ 

２５ 

１５ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０ 

５ 

０ 
８０ 
年 

８５ ８９ ９３ ９４ ９５ ９６ ９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３ 

第4図　4麦の水田裏作・転作・畑作別面積の推移 

都府県・転作 

北海道・畑 

都府県・裏作等 

都府県・畑 

北海道・転作 



定された現行基本計画（10年３月）の20年

における生産数量目標は，「良質な水稲晩

生品種の育成による広範な水田二毛作の普

及と，作業効率や排水性の向上のための水

田の団地的な利用と汎用化」（農林水産省）

等によって現状から180万トンに倍増する

ものとなっている。
（注２）農林水産省（1976）『日本の麦』
（注３）農林水産省「麦をめぐる事情｣（01年10月）

（２） 生産構造

05年の作付面積は21万４千ha（うち販売

目的は18万ha），販売目的作付農家数は８万

６千戸で，１戸当たりの作付面積は2.17ha

と，00年比で33％増大した（第３表）。も

ちろんここでも北海道と都府県の違いは歴

然としている。北海道の１戸当たりの作付

面積（販売農家）は6.05haと，都府県の

1.04haの5.8倍の大きさがある。

麦類の生産は，主に農業所得で生計を立

てている農家（主業農家）による産出額が

78％と，稲作（38％）とは異なる生産構造

となっている（08年，農林水産省推計）。

規模別の販売目的作付農家数推移を見る

と，05年でも１ha未満の農家数割合が57％

を占めているものの，その作付面積割合は

12％にとどまり，５ha以上の全体の12％の

農家が作付面積全体の57％を占めている

（第４表）。道・県別に見ると，北海道では

５ha以上の農家数割合が48％（00年には

39％）を占め，その作付面積割合は79％

（同72％）に達し，都府県では１ha未満の

農家数割合が70％（同77％）を占めるが，

その作付面積割合は30％（同41％）にとど

まる。それぞれにおいて，規模拡大が進ん

でいる。

（３） 地域別生産量と品質

国産小麦の生産動向を，地域別，都道府

県別の生産数量，品質の分布から見てみる

と，地域別，県別に大きなバラツキがある

ことが分かる。07年度から実施された水

田・畑作経営所得安定対策（以下「経営安

定対策」という）における小麦の黄ゲタ（成

績払い）対象数量（黄ゲタ（成績払い）につい

ては後記５（1）参照）と，黄ゲタ交付金の

60kg当たり県別加重平均単価の，黄ゲタ単

価８区分の単純平均値に対する比率で見る

と，対象数量は北海道，北九州（佐賀，福

岡），北関東（茨城，栃木，群馬，埼玉），東

農林金融2010・8
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（単位　千ha，千戸，a，％）

作付面積  
販売目的作付面積  
販売目的作付農家数 
1戸当たり面積  

資料　農林水産省｢農林業センサス｣   
（注）　｢作付面積｣には自給的農家を含む｡  

第3表　小麦の作付面積･販売農家数 

１８３．１ 
１４８．６ 
９１．５ 
１６２．４ 

２０００年 

２１３．５ 
１８０．１ 
８６．１ 
２１６．７ 

０５ 

１６．６ 
２１．２ 
△５．９ 
３３．４ 

増加率 

（単位　戸，ha，％）

０．１ｈａ未満 
０．１～０．３ 
０．３～０．５ 
０．５～１．０ 
１．０～１．５ 
１．５～３．０ 
３．０～５．０ 
５．０～７．０ 
７．０～１０．０ 
１０．０ｈａ以上  

合計 

資料　農林水産省｢農林業センサス｣（０５年）    

第4表　規模別小麦作付農家数･面積（全国） 

２,１４５ 
１２,７６４ 
１３,４３１ 
２０,４９５ 
１０,２１１ 
１０,８９１ 
５,７０３ 
３,４５７ 
３,３２７ 
３,６９３ 

８６,１１７ 

２．５ 
１４．８ 
１５．６ 
２３．８ 
１１．９ 
１２．６ 
６．６ 
４．０ 
３．９ 
４．３ 

１００．０ 

作付 
農家数 割合 

１２１ 
２,４５８ 
５,０３２ 
１４,２８２ 
１２,０３８ 
２２,２４２ 
２１,５９９ 
２０,１１３ 
２７,３４５ 
５４,８６１ 

１８０,０９１ 

０．１ 
１．４ 
２．８ 
７．９ 
６．７ 
１２．４ 
１２．０ 
１１．２ 
１５．２ 
３０．５ 

１００．０ 

作付面積 割合 
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海（愛知，三重，滋賀）で多く，品質では

北海道，北九州で高いのが特徴的である

（第５図）。

興味深いのは，生産量の地域別分布に過

去20年以上にわたって大きな変化がないこ

とである。90年，00年，08年の地域別の小

麦作付面積構成比の推移を見ると，北海道

の構成比が上昇し，関東・東山で低下して

いるが，構造変化と呼べるような変動は見

られない（第５表）。また，畑作小麦は，

北海道の作付面積が一貫して８～９割を占

める。これらは，適地の地域別賦存割合に

も規定されて，小麦に関しては20年以上前

から適地適作が行われていたことを現して

いるともいえよう。

（１） 価格

国産小麦（内麦）は99年度までは食糧法

による政府無制限買入規定を受けてほぼ全

量が政府買入されており，政府買入価格

（農家手取価格）は90年以降150円／kg前後

で漸減してきた。その価格水準は，主産地

の過去３年の平均生産費を基準とし，それ

を物価修正して求められた。一方で，政府

による実需者等への国産小麦（内麦）売渡

価格は，外国産小麦（外麦）の国家貿易制

度の一環として確

保される売買差益

（マークアップ）で

賄える逆ざや額で

ある100円／kg前

後を前提として設

定されてきてお

り，同期間にそれ

を差し引いた 5 1

円／kgから38円／kgまで低下してきた。

一方，内需の大宗を担う外麦の売買価格は，

買入価格は国際市場連動であって同期間に

30円／kg前後で推移し，実需者等への売渡

価格は，20円／kg前後の差益（マークアッ

プ）を上乗せして同期間に68円／kgから50

円／kgへと低下してきた（第６，７図）。

ガット・ウルグアイ・ラウンドを受けた

「新たな麦政策大綱」（98年策定）によって，

2000年産からは，内麦は（社）全国米麦改良
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資料　農林水産省『２００７年産水田・畑作経営安定対策の交付状況』から作成 
（注）　「品質指標」は, 黄ゲタ単位８区分の単純平均値１，０６６円／６０ｋｇに対する各県加重平均値の比率。 

７ 
（５６．４） 
（万トン） 

２５０ 
（指数） 

６ 
５ 
４ 
３ 
２ 
１ 
０ 

１５０ 

５０ 

０ 

２００ 

１００ 

第5図　小麦の黄ゲタ対象数量と品質分布（０７年度） 

品質指標 

対象数量 

（単位　％，千ｈａ）

都府県 

北海道 
東北 
北陸 
関東･東山 
東海 
近畿 
中国 
四国 
九州 

全国 

 作付面積計 
資料　農林水産省｢麦の需給に関する見通し･参考統計集｣  

第5表　小麦の地域別作付面積構成比の長期推移 

５３．６ 

４６．４ 
４．５ 
０．４ 
１８．１ 
５．２ 
４．３ 
１．０ 
１．７ 
１８．４ 

１００．０ 

２６０．４ 

９０年 

４３．６ 

５６．４ 
２．９ 
０．０ 
１４．４ 
６．２ 
３．９ 
０．５ 
０．４ 
１５．４ 

１００．０ 

１８３．１ 

００ 

４４．８ 

５５．２ 
４．０ 
・・・ 
１１．３ 
７．０ 
４．３ 
０．７ 
０．９ 
１６．７ 

１００．０ 

２０９．９ 

０８ 

４　価格と生産費の動向



協会における入札制度を含む民間流通に移

行して，内麦の政府買入は実質的に終焉
しゅうえん

していき（形式的にも06年度で終了），内麦

の売買差額（逆ざや売買）による価格支持

は，基本的に外麦の売買差益（マークアッ

プ）を原資とする麦作経営安定資金（以下

「麦経資金」という）の交付による価格補償

へと移行することとなった。金額的にも，

99年産までの政府による内麦売買差額は，

ほぼ同額の麦経資金（100円

強／kg）に移行した。さらに

07年度からは，農家支援策が

経営安定対策に移行したが，

07年の農家販売価格（粗収益，

黄ゲタ（成績払）込み）は61.9

円／kgで
（注４）

，緑ゲタ（固定払）

の全国平均単価71.5円／kgを
（注５）

加えた小麦に対応する部分の

補助金込み粗収益は133 . 4

円／kg（06年度は135.3円）となり，補助金

政策による補助水準は，わずかながら切り

下げられたものと言える（筆者試算の単価

表ベースで△3.5円／kg）。ちなみに，緑ゲタ

と黄ゲタの割合は，およそ７対３とされて

いる（経営安定対策については後記５（1）参

照）。

また，07年からは国際穀物価格の上昇に

農林金融2010・8
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資料　農林水産省「麦の需給に関する見通し・参考統計集」
（０９年３月）外から作成 

（注）１　０７年度から食糧法改正により, 国産小麦の買入・
売渡は無い。なお「新たな麦政策」で２０００年産から
はほとんどが民間流通に移行済み。 

２　「内麦落札価格」は銘柄別加重平均, 「麦経資金」
はⅡ・１等のもの。 

３　麦作経営安定資金等の０７年度以降は, 経安対策（ゲ
タ）交付金の試算値。 

１８０ 
（円/ｋｇ） 

１６０ 

１４０ 

１２０ 

１００ 

８０ 

６０ 

４０ 

２０ 

０ 
９０年 ９３ ９６ ９９ ０２ ０５ ０８ １０ 

第6図　内外小麦価格等の推移 

内麦買入価格 

内麦売買差額 

外麦売渡価格 
内麦売渡価格 

外麦買入価格 
内麦落札価格 

麦作経営安定資金等 

落札価格＋麦経資金等 

（単位　千トン，億円）

２０００年 
０１ 
０２ 
０３ 
０４ 
０５ 
０６ 
０７ 
０８ 

資料　農林水産省｢麦の需給に関する見通し｣（０９年３月）外から作成       
（注）１　麦作経営安定資金は０６年度までの制度で０７年度からは経営安定対策に移行｡  

２　０７年度以降は小麦に関する経安対策（ゲタ）交付金試算値をカッコ（ ）書き｡   

第6表　国内産麦の振興費と外国産麦の売買差益の推移 

９０３ 
９０６ 

１，０４７ 
１，０５４ 
１，０５９ 
１，０５８ 
１，０１２ 
１，１０５ 
１，０９８ 

９１１ 
９２１ 

１，０６７ 
１，０６０ 
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資料　農林水産省（２００４）｢麦制度をめぐる諸問題｣ほか                 
（注）１　０７年度からの食糧法改正により｢麦作経営安定資金｣は廃

止され, 水田･畑作経営所得安定対策の交付金（固定払い＝緑
ゲタ＋成績払い＝黄ゲタによる直接支払）に移行した｡               

２　内麦の政府買入は, ①０５, ０６年度は実績なし, ②０７年度か
らは食糧法改正で無制限買入制度が廃止され, 政府は国内
産麦の買入売渡を行っていない｡                      

３　内外麦コストプール方式は, ８０年から０６年の方式だが, ０７
年以降も基本的には踏襲｡                     

第7図　内外麦コストプール方式概念図 
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よって外麦買入価格も上昇し，内麦落札価

格を超える事態となっている。なお，国内

産麦の振興費（麦経資金等の農家支援策）と

外国産麦の売買差益の収支尻（コストプー

ル尻）は一般会計によって補填されるが，

2000年において既に△133億円の赤字であ

り，転作奨励等による内麦生産量の増加等

と，国際価格上昇による外麦売買差益の減

少によって，07年には△714億円にまで赤

字が拡大した（第６表）。
（注４）黄ゲタの数値は，農林水産省『米および小

麦の生産費』調査等が捕捉したもの。
（注５）07～09年度に適用される緑ゲタの全国平均

単価は，71.5円／kg（27,740円／全国平均単収
388kg）。

（２） 生産費

10a当たり生産費（支払利子･地代算入生

産費）の長期的な推移を見ると，小麦の生

産費は，機械化や作業委託等による投下労

働時間の減少に連動して労働費は減少傾向

にあるが，賃借料・料金が上昇傾向にあっ

て，全体としては過去20年間ほぼ横

ばいで推移している。賃借料等の上

昇は，高齢化，団地化等に伴って担

い手やコントラクターに作業委託す

る際，転作作物である場合が多いこ

ともあって稲作に比して委託作業範

囲（コスト）が広いことが要因と考

えられる。

一方で10a当たり粗収益（麦経資

金，緑・黄ゲタ等農家支援策込み）等

も同様の傾向にあり，粗収益は過去

20年間６万円前後，価格補填前の粗

収益は1.5～２万円前後で推移して

農林金融2010・8
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いる。また，価格補填後の麦作所得も，過

去20年間では1.5～２万円前後で推移して

いる（
（注６）

第８図）。これは，61年と早い時期

に輸入を自由化し，輸入関税を無税化して

（72年），粗収益が減少傾向をたどっている

大豆と好対照をなしており，国家貿易制度

と高率２次関税による国境措置が，国内生

産基盤を維持，確保するうえで重要である

ことが分かる。

道・県別に，作付規模別粗収益と生産費

の関係を見ると，北海道における規模の経

済の働き方は緩やかで，黄ゲタ，緑ゲタ試

算値加算後の粗収益は，２ha以上で初めて

生産費を上回って収支尻（利ざや＝経常利

益，上部の折れ線グラフと棒グラフの間隔）

が黒字に転じる（第９図）。北海道の全規

模平均の，黄ゲタ加算前の粗収益は10a当

たり18,652円，これに対する支払利子・地

代算入生産費は55,136円で，コスト割れが

△36,484円となる。これを黄ゲタ17,768円，

43 - 467
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資料　農林水産省『小麦の生産費統計』外から作成 
（注）１　０７年度以降の粗収益, 所得には, 黄ゲタが含まれ, これに緑ゲタ平

均単価７１．５円/ｋｇ×年度単収の試算値を加算。 
２　「価格補填前の粗収益」は, ９９年度までは政府による売買逆ざや負
担, ２０００年度以降は麦作経営安定資金等, ０７年度以降は（注）１のゲ
タを控除したもの。 

（万円） 

９０年 ９２ ９４ ９６ ９８ ００ ０２ ０４ ０６ ０８ 

第8図　小麦の粗収益と生産費の動向（１０ａ当たり） 
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値加算前の所得は△21,426円，緑ゲタ試算

値加算後で5,458円となる（補助後の収支尻

△3,405円に家族労働費8,863円を加えた数値と

同じ）。都府県平均収支尻が補助金加算後

でも赤字となることの主要因は，単収の低

さにあるものと考えられる。

転作小麦の場合は，これに旧生産調整助

成金に代わる産地作り交付金がおおよそ

3.5万円前後の水準で
（注７）

付加されるため，都

府県でも稲作所得に近い所得が得られる

が，本作（畑作）小麦の場合の所得は大き

く劣後するものと考えられる。全国平均で

見て，畑作と田作小麦の10a当たりの所得

差は，畑作の方が9,408円高いだけにとど

まる（07年産，農林水産省『小麦生産費統計』）。

（注６）経営安定対策の対象数量は86万トン（07年）
で，小麦に関しては国内生産量のほぼ全量が対
象となっている。
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緑ゲタ試算値36,823円で補うと補助後の収

支尻は18,107円の黒字となる。緑ゲタ試算

値加算前の所得は△13,654円，緑ゲタ試算

値加算後では23,169円となる（補助後の収

支尻18,107円に家族労働費5,063円を加えた数

値と同じ）。

都府県における規模の経済の働き方も同

様に緩やかだが，両ゲタ加算後の収支尻は，

10ha以上でも黒字化しない（第10図）。収

支尻どころか，１ha未満では所得において

も赤字で，家族労働費が一切回収（稼得）

できない状態となっている。都府県の全規

模平均の，黄ゲタ加算前の粗収益は10a当

たり7,211円，これに対する支払利子・地

代算入生産費は48,705円で，コスト割れが

△41,494円となる。これを黄ゲタ11,205円，

緑ゲタ試算値26,884円で補うと，コスト割

れは△3,405円まで縮小する。緑ゲタ試算

（万円） 

０．５
〜
１．０
 

１．０
〜
２．０
 

２．０
〜
３．０
 

３．０
〜
５．０
 

資料　農林水産省｢小麦の生産費統計｣外から作成 
（注）１　生産費には, 自己資本利子･自作地地代を含まない｡  

２　粗収益には「黄ゲタ」が含まれている。加算前値の
試算には, 黄ゲタ北海道加重平均値（３４．５円／ｋｇ）と
規模別単収を使用。  

３　緑ゲタは, 全国平均単価７１．５円／ｋｇ（３８８ｋｇ／１０ａ）
と, 平均･規模別実単収で試算｡ 
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第9図　小麦の作付規模別粗収益と生産費 
　  （北海道・０７年産・１０ａ当たり）　 
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資料　第９図に同じ  
（注）１　生産費には, 自己資本利子･自作地地代を含まない｡  

２　粗収益には「黄ゲタ」が含まれている。加算前値の
試算には, 黄ゲタ都府県加重平均値（２９．８円／ｋｇ）と
規模別単収を使用。  

３　緑ゲタは, 全国平均単価７１．５円／ｋｇ（３８８ｋｇ／１０ａ）
と, 平均･規模別実単収で試算｡ 
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第10図　小麦の作付規模別粗収益と生産費 
　   （都府県・０７年産・１０ａ当たり）  
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（注７）07年度の麦に対する産地作り交付金41,537
百万円を，田作麦の推定生産量482千トンで除す
ると交付金単価は86.2円／kgとなり，これに田
作小麦の平均単収（423kg／10a）を乗じると，
10a当たりの交付金は36,463円となる。

（１） 品目横断的経営安定対策への移行

小麦作に対する経営上の政策的支援は，

主に1942年の食管法に基づく生産者の政府

売渡義務化や，それを受けた52年以来の政

府による無制限買入義務の法定化に基づく

価格支持政策によって行われてきた。ここ

においては，当初を除いて生産者麦価が消

費者麦価を上回る逆ざや関係が恒常化して

いた。前記のとおり，ガット・ウルグア

イ・ラウンドを受けた「新たな麦政策大綱」

（98年策定）によって，2000年産からは民間

流通に移行して，内麦の政府買入は実質的

に終焉していき（形式的にも06年度で終了），

内麦の売買差額（逆ざや売買）による価格

支持は，基本的に外麦の売買差益（マーク

アップ）を原資とする麦経資金によって行

われることとなった。金額的にも，99年産

までの政府による内麦売買差額は，ほぼ同

額の麦経資金（100円／kg前後）に移行した。

また，転作小麦については，「米政策改

革」にともなって，04年から旧来の生産調

整助成金（転作奨励金＝基本助成額は４万

円／10a）が，より一層の適地適作を推進

すべく産地作り交付金に改められた。

そして，主に稲作経営の構造改革促進と，

国内の生産促進的補助策を抑制的に扱う

WTOへの対応を主因に，07年からは経営

安定対策という品目横断的な農家経営全体

に対する直接支払制度に移行した。その内

容は，①諸外国との生産条件不利補正対策

（麦・大豆等直接支払，07年までの旧名称「ゲ

タ」，小麦では麦経資金に相当）と，②収入

減少影響緩和対策（収入減少補填，同「ナ

ラシ」，コメも対象，小麦では新設）で構成

することとされた。このうちゲタは，「過

去の生産実績に基づく支払（固定払）＝緑

ゲタ」
（注８）

と，「毎年の生産量・品質に基づく

支払（成績払）＝黄ゲタ」とに区分された。

支援対象者は，認定農業者か集落営農組織

であり，原則的な規模要件は個別経営で４

ha（北海道は10ha），集落営農で20ha以上

とされたが，その規模は他産業所得の半分

を満たすものとして試算・設定された。
（注９）

なお，経営安定対策の09年産小麦（秋蒔）

にかかる申請経営体数は2.4万にとどまる

が，作付予定面積は15.3万haに及んでいる

（農林水産省）。

（注８）緑ゲタは，「当該市町村の面積当たりの単
価（2.8万円前後／10a）」を「全国一律の数量当
たり単価（71.5円／kg＝全国平均面積単価
27,740円／10a÷全国平均単収388kg／10a）×
当該市町村の共済単収X kg／10a」で求めた後，
「各農家の生産実績面積（期間平均生産面積＝07
～09年については04～06年のものを使用）」につ
いて，当該期間の各農家の生産量を当該市町村
の実単収Y kg／10aで割り戻して換算した面積
とし，これを乗じて交付金額を求める。

（注９）農林水産省｢水田･畑作経営安定対策に関す
るQ&A 52.｣（ホームページ）｡

（２） その他の生産支援策

この間には，これらの直接的で基幹的な

経営支援策のほかに，種々の生産支援策が

農林金融2010・8
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実施されてきた。65～69年にかけては機械

化による集団麦作の推進のため，高度集団

栽培促進事業（実施箇所912），69年からは

麦作団地育成対策事業が加わった。72年に

は世界的な穀物需給の逼迫があり，74年に

は麦生産振興奨励補助金（２千円／60kg程

度）の交付等を内容とする麦作緊急振興対

策が実施され，麦作振興地区の指定等が行

われた。

その後も，00～06年の間には，「民間流

通定着・品質向上対策（00～03年）」（交付

金単価上限150円／60kg），「品質取引普及緊

急支援対策（01～03年）（同，各年30円，74

円，93円），「品質向上・生産性向上支援事

業（04年）」（同，295円（担い手面積比率に

よる上乗せあり）），「麦産地改革支援対策

（05～06年）」等（同
（注10）

，各年326円，270円）と

いった補助金の上乗せが行われてきた。

なお，07年には再度生産調整の維持・拡

大が大きな課題となり，経営安定対策対象

者には，過去実績のない07，08年産作付拡

大小麦に対して「担い手経営革新促進事業」

として緑ゲタ相当額の27千円／10aが交付

され，生産調整強化のために生産調整実施

者に対して08年産転作拡大小麦について

「地域水田農業活性化緊急対策（緊急一時

金）」として年間１万円／10a×５年分が交

付された。さらに，09年産作付拡大小麦に

関しては，水田の利活用を向上させて自給

率を上昇させる水田フル活用策（主題は米

粉，飼料用米）としての「水田等有効活用

促進対策」に基づく交付金が，生産調整実

施者を対象とした面積払（35千円／10a）と，

経営安定対策対象者への緑ゲタ相当額助成

（27千円／10a，実需者との播種前の出荷契約

締結，捨て作りをしない等の条件あり）とし

て措置される等の上乗せが行われた。

また，旧生産調整助成金に代わる産地作

り交付金は，04～06年度，07～09年度の実

施期間で産地作り対策の目玉として定着し

てきたが，09年度からは産地確立交付金

（産地確立対策，09～11年度）に衣替えされ，

調整水田等の不作付地への助成は原則とし

て認めないこととされた。
（注11）

なお，この他に

も67～08年には良質麦生産の推進を目的と

した実需者の拠出による「契約生産奨励金」

（品質改善奨励金，０～10円／kg）や，規格

外麦の飼料転用を目的とした「国内麦流通

円滑化特別対策」（83年～，3.9～9.3円／kg

（07年））が実施されてきた（日本食糧協会

（2009））。

（注10）（社）全国米麦改良協会ホームページ｢麦価
関連対策の推移｣。

（注11）小針（2009）ほか。

（３） 民主党農政による支援策

09年８月の衆院選で政権党となった民主

党の農政では，小麦もコメの戸別所得補償

制度と同様，生産数量目標に即した生産を

行った販売農家（集落営農を含む）に対す

る「標準的な生産費と標準的な販売価格の

差額を基本とした補てんをする交付金」が

基本となる。10年度は現行の経営安定対策

を踏襲し，同年度からの水田作に対するモ

デル対策を行ったうえで作付状況等を見な

がら本格的な実施に移る準備をしていくこ

ととされており，11年度からの本格実施に
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向けた検討が行われている。転作奨励とし

ては，モデル対策の第２の柱としての「水

田利活用自給力向上事業」として，生産数

量目標に即した生産のいかんにかかわら

ず，35千円／10aが交付される（
（注12）

産地確立交

付金，水田等有効活用促進交付金等は廃止）。

（注12）農林水産省 食料･農業･農村政策審議会第
13回企画部会（09年10月21日）での郡司副大臣
の説明ほか。

（４） 技術的支援等

前回の05年基本計画では，15年度の小麦

の生産努力目標を86万トン，自給率14％と

し，農業者等の課題として「①実需者のニ

ーズに応じた麦種・用途ごとの計画的な生

産を展開する。②実需者ニーズの農業者へ

の的確な伝達，産地単位での品質管理の強

化，加工適性の高い品種の育成・普及の加

速化等により，品質を向上する。③担い手

の生産規模の拡大，収穫期における雨害の

軽減等により，生産コストを３割程度低減

する」とされていた。

これらに対する実績は，06年に北海道立

北見農業試験場で，日本のうどん用に開発

された有力輸入品種であるASW（オースト

ラリア・スタンダード・ホワイト）に対抗で

きる品種である「きたほなみ」が育成され，

10年産では約３万haで栽培されており，今

後は温暖地方でも栽培できる小麦の品種改

良が課題となっている。
（注13）

パン用小麦では，

硬質で適性の高い品種である「ミナミノカ

オリ」が九州沖縄農業研究センターで開発

され，栽培面積は07年産で939haに達して

いる。
（注14）

また，まだ規模は小さい一例だが，

福岡県ではラーメン用の独自品種である

「ラー麦」が開発され，10年産では７JAで

約530ha，2,200トンの生産が計画され，13

年産での8,000トンを目標とした取組みが

行われている。
（注15）

また，産地の農協等が主体となって組織

した産地協議会が「産地強化計画」を策定

して，品質や収量性の優れた新品種の導入

に向けた取組み等を推進している。農林水

産省による政策評価（09年７月公表）では，

加工適性が高い等の良品質な新品種の作付

面積のシェア（都府県）は，04年産12.1％，

05年産14.9％，06年産18.4％，07年産23.1％，

08年産26.8％と順調に増加している。

（注13）農林水産技術会議事務局10年５月10日付
web版記事ほか。

（注14）九州沖縄農業研究センター報告（第51号，
09年）ほか。

（注15）日本農業新聞2010年５月16日付記事。

（１）国家貿易と高率２次関税制度の堅持

前記のとおり，早期に輸入自由化，輸入

関税無税化をした大豆では，増大する安価

な輸入品との競合もあり農家の粗収益が長

期的な低下傾向にある。これを是正するに

は，補填額（「大豆交付金」や，07年以降の

経営安定対策の交付金（「ゲタ」）の金額）を，

補填前の粗収益の低下に合わせて増加させ

ていく必要が生じる。それには財政負担の

増加を伴うが，昨今の国の財政状況を考慮

するまでもなく，財政支出の増加を伴う施

策を継続的に行うことはそう簡単ではない。
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その点，小麦は国家貿易と高率２次関税

制度によって国内産麦が内外価格差から守

られるとともに，外麦の売買差益を内麦の

生産振興に振り向けることができ，相対的

に少ない財政負担で国内の生産基盤を維持

することができる。

したがって，現行の小麦の国家貿易と高

率２次関税制度は，国内的にも，WTO，

FTA等の対外貿易交渉においても，堅持

する必要があろう。

（２）パン用小麦等の国際分業と安定調達

東アジアの日韓２か国が米州大陸等から

大量の小麦を輸入する構造は，戦後の米国

の輸出戦略等によって形成されたものと考

えられる。戦後の段階から既に大きな製粉

産業を有しながら，原料小麦の米州等への

依存を高めていかざるを得なくなったの

は，パン食の普及，拡大と，価格競争力の

ある余剰小麦の輸入増大に加え，日本では

兼業化の進行による副次的な地位にあった

小麦作の減少が相まったものと言え，その

とき既に国際分業の拡大・強化が織り込ま

れていたものとも言えよう。

日本の総合商社は，そろって海外の食料

事業を強化しているが，小麦に関しては，

北米における集荷，輸出施設への投資が多

い。い
（注16）

ずれにしろ，小麦の安定調達には，

海外投資は避けて通れない。少なくともパ

ン用小麦等に関しては，大規模生産が適す

ることによる価格差や，小麦生産が湿潤を

嫌うこと等において，一定の国産分業が成

立していると考える必要があろう。問題は，

いかにして調達先を分散させ，安定させる

かにかかっている。そこには，明確な戦略

性が必要であり，政治・外交力の裏打ちも

求められよう。

（注16）09年９月10日付日本農業新聞記事，10年６
月５日付日本経済新聞記事｢丸紅，中国から食用
小麦｣ほか。

（３） 国内生産による自給率向上

とはいえ，国内食用小麦需要に関しては，

できる限り自給率を向上させていく必要が

ある。

現在の生産体制は，前記の価格支持，経

営安定対策や，旧生産調整助成金，産地作

り交付金等の生産，転作補助金に支持され

てできあがっている。そこには，北海道の

輪作や福岡，佐賀県に代表的に見られるブ

ロックローテーション組入済み等の生産体

制もある。それらは，水田を中心とする集

落を基盤とした地域農業という，日本農業

の存続にかかわる体制であり，兼業農家を

主体とする稲作農業の維持・確保に必須の

ものともなっている。

したがって，国内食用小麦生産に関して

は，①一定の自給率の維持・拡大，②構築

済みの各地域の生産体制の維持のため，引

き続き政策的な補助のもとにその生産量を

維持・拡大していく必要がある。もちろん，

一定の規模拡大とコスト低減や，実需者に

選好される品質の向上を図っていく努力も

同時に求められる。

民主党農政による新しい基本計画では，

10年後（2020年）の食料自給率目標を50％

としており，小麦に関しては現行88万トン
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（品目別自給率14％）の生産量を，特に二毛

作による作付けの飛躍的拡大によってほぼ

倍増の180万トン（同34％）へと増加する

ことが目標とされている。今10年度には転

作小麦への奨励金が一律35千円／10aに変

更されたが，小麦主産地の産地づくり交付

金は４万円前後のところも多く，
（注17）

この点で

は減産要因である。一方で，生産調整参加

を条件としない点や二毛作助成（15千円／

10a補助）は増産要因として働く可能性も

ある。いずれにしろ，単価設定には地域の

自主性を回復させる必要がある。また，転

作率38％のなかではブロックローテーショ

ンにも限界感があることに留意が必要であ

る。
（注18）

こうしたなかで，民主党農政においては

11年度からの実施を前提に小麦を含む畑作

作物について戸別所得補償制度が検討され

ているが，今10年度に当面維持された経営

安定対策が戸別所得補償に移行する場合

は，保護水準を維持しつつ，数量・品質向

上のために成績払（黄ゲタ）部分を拡大す

る必要がある。また，その場合の保護対象

農家の範囲は，コメのモデル事業と同様に

広く設定する必要があろう。それは，経営

安定対策の対象とならなかった小規模農家

の多くが裏作小麦をあきらめた例
（注19）

があるか

らである。また，集団転作等に支障が出な

いよう，団地化やそれらを支える集落営農

への支援策を講じるべきである。その際，

本作小麦に対しても，転作小麦水準の補助

を検討する必要があるのではなかろうか。

また，田畑転換システム等，転作，二毛作

等を可能とする基盤整備も進めるべきであ

る。

なお，生産量の拡大は価格低下要因であ

り，今以上の農家補助を必要とすることに

留意する必要がある。自給率向上にはコス

トがかかることを，十分に認識し，国民的

な理解を得る努力をする必要がある。

（注17）農林水産省「米関連政策の実施状況につい
て」（08年７月）。

（注18）全中，冨士重夫｢新たな｢基本計画｣策定へ
JAグループの考え方｣日刊アグリリサーチ09年
５月19日付ヒアリング記事｡

（注19）筆者10年６月23日，小麦二毛作地帯Ａ農協
ヒアリング。

（４） 小麦粉・フスマを含む自給率の維持

また，小麦の自給は，その製品である小

麦粉，フスマとあわせて考える必要があ

る。

国内の製粉産業が国家貿易と小麦粉関税

によって保護され，製粉と同時に副製品と

してフスマを生産し，そのフスマが配合飼

料原料となって飼料自給に貢献する現在の

体制は維持していく必要がある。食品産業

と農業の利害は必ずしも一致しないことも

あるが，双方が相まって一国の食料供給体

制を形成しており，それぞれについて保

護・育成を図っていくことが重要である。

これは，国内製粉による安全・安心の確保

や，国際分業における付加価値の取り込み

の観点からも必要なことであろう。

（参考文献は次頁掲載）
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